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研究成果の概要（和文）：近年、経済のグローバル化の中で先進国と開発途上国の共生を主旨とする「フェアトレード
」の取り組みが浸透しつつある。しかし、日本の消費者のフェアトレード製品への関心はとても低く、消費行動にも結
びついていない。
多くの消費者が抱く「フェアトレード製品の公正性とは何か」という問いに対して明確な解を与えるべく、本研究では
、先進国主導の評価軸の中で議論されていた「フェアトレード製品の公正性」を開発途上国の生産・製造に従事する労
働者のフェアトレード観、労働と生活の環境モデル、現在直面する不公正さの構造を実証的・計量的に明らかにした。

研究成果の概要（英文）：Amid the economic globalization of recent years, "fair trade" arrangements have co
me to embody the spirit of symbiosis between developed and developing countries, and these are becoming in
creasingly widespread. However, Japanese consumers are not interested in fair trade products, and their be
havior is not tied to fair trade.

This study was conducted in order to clearly define the fairness in the fair trade products that many cons
umers embrace. The study empirically and quantitatively clarifies the "fairness of fair trade products" th
at are defined as such along a developed country evaluation axis, from the fair trade perspective of worke
rs engaged in production and manufacturing in developing countries, in terms of work and daily life enviro
nment models, and unfair structures being faced directly today.
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１．研究開始当初の背景 
経済のグローバル化の中で、地域・国・世
界規模で協働する共生の動きが活発化して
おり、“｢フェアトレード｣：開発途上国の立
場の弱い人々の自立と生活環境改善を図る
ために、生産にかかわる社会的なコスト（労
働者の労働や生活、人権を守るコスト）と、
環境的コスト（持続可能な環境・自立支援の
ために配慮する）を織り込んだ価格を前提と
した公正な貿易（Michel. B. B.:1993）”の取
り組みが世界中に浸透しつつある。 
日本の消費者の現状：我々の近代的な衣食
住を支える家庭製品や食料の半数以上が開
発途上国からの輸入に依存している（貿易統
計（財務省 :2008））（産業連関表（総務
省:2008））。しかし、日本の消費者とフェア
トレードについては以下の報告がある。 
➢概念:約 9割以上の者が理解していない（国
民生活選好度調査（内閣府:2008））。 
➢製品の認知度：かなり低い（国民生活選好
度調査（内閣府:2008））。 
➢消費行動：日本の売上高は米国の 1/118、
英国の 1/114と直結しない（Annual Report
（FLO:2007））。 
➢国際社会の責任：グローバルに活動する大
企業に一任する（日経リサーチ（日本経済新
聞:2006））。 
➢消費者教育：安全性・価格・外観等の消費
者の権利だけが重視され、責任意識・世界連
帯意識が低くフェアトレードの教育はほと
んど行われていない（国民生活白書（内閣
府:2008））。 
 消費者の低い関心の背景には、消費者教育
を実施する前段階での「フェアトレード製品
の公正性とは何か」という根本的な判断基準
が存在しないことが強く関係している。 
フェアトレード製品の公正性とは：開発途
上国の人々の自立と生活改善を図り、開発途
上国と先進国が共に win-win 関係を構築で
きる適正価格で製品が取引されることであ
る。双方向国の公正性に基づきフェアトレー
ド製品を取引しなくてはならないが、開発途
上国の人々の公正性の基準を知る必要性が
あるにもかかわらず、それらを計量的に研究
したものは存在しない。 
開発途上国の問題と不公正さ：フェアトレ
ード製品を生産・製造する開発途上国労働者
は過酷な労働条件、低賃金、長時間労働、健
康被害、疾病、レイプ、アルコール依存症、
家庭内の不和、家庭生活時間の減少、伝統的
な生活体系の破壊、国内貧富の増大等の労働
や生活の問題、児童労働、ドメスティックバ
イオレンス等の人権問題、森林伐採、農薬・
工業薬品の使用による住環境破壊、産業廃棄
物、公害等の環境問題、教育格差増大、技術
教育受講の機会がない等の自立支援の問題
を多く抱えている。フェアトレード製品の公
正性の価値基準は先進国側に依存している。
例えば適正価格は先進国の貨幣価値（GNP、
GDP の経済指標）により決定される。価格

決定の参考にされる一日何ドルの所得があ
れば貧困または富貴であるという先進国側
の指標は開発途上国の貨幣価値、物価、教
育・医療等国の政策と社会保障、文化、宗教
等を加味したものではなく開発途上国の
人々の現実と大きくかけ離れている。 

 
２．研究の目的 
本研究では、開発途上国で生産・製造に従
事する労働者がフェアトレードの仕組みを
どのようにとらえているのか、フェアトレー
ド観を従事する産業階層別（第 1次産業、第
2 次産業）に明らかにする。さらに、公正性
を評価する評価軸を作成するために、実証
的・計量的手法を用いてに労働と生活の環境
モデルの解明、産業階層毎に労働者らが直面
する不公正さの因子の抽出と不公正さの構
造の解明を行う。「フェアトレード製品の公
正性とは何か」という問いに解を与えるべく、
これまで先進国主導の評価軸だけで議論さ
れてきた「フェアトレード製品の公正性」に
ついて、開発途上国からの新規評価軸を与え
るものである。 

 
３．研究の方法 
（1）科学的手法を用いて産業階層別労働者
の労働環境の測定と労働強度の計量をする。
（2）文献調査法を用いて労働者の基礎デー
タを収集する。 
（3）（1）（2）で得られたデータをもとに、
統計的手法を用いて産業階層別労働者の一
般的な労働・生活モデルを作成する。 
（4）生産・製造に関わる専門家への聞き取
り調査を行い、フェアトレード製品の流通経
路、小売価格、販売価格を解明する。 
（5）聞き取り調査法を用いて「労働者のフ
ェアトレード観」を調査し、質問紙調査作成
のためのデータ収集をする。 
（6）（5）で得られたデータを基に「労働者
のフェアトレード観」の質問紙を作成し、質
問紙調査を実施する。 
（7）統計的手法を用いて（6）で得られた「労
働者のフェアトレード観」の解析を行う。 
（8）聞き取り調査法を用いて、労働者の不
公正さを感じる事項のデータを収集し、SD 法
による質問紙を作成する。 
（9）「不公平さ」のプレ質問紙調査を実施・
分析し、質問項目の検討と修正を行う。 
（10）「不公平さ」の本質問紙調査を実施す
る。 
（11）統計的手法を用いて産業階層別労働者
の「不公平さ」の因子抽出と構造解析を行う。 
（12）データを各産業階層の労働者に還元し、
抽出された因子の不公正さを解決する具体
策について計量的に聞き取り調査を実施す
る。 
（13）（1）～（12）のデータを整理し、まと
める。 
 
 



４．研究成果 
多くの消費者が抱く「フェアトレード製品
の公正性とは何か」という問いに対して明確
な解を与えるべく、本研究では、開発途上国
の生産・製造に従事する産業階層別労働者の
フェアトレード観、労働と生活の環境モデル、
現在直面する不公正さの構造を実証的・計量 
的に明らかにし、公正性の評価軸を作成する
ことを目的とし、平成 23 年度の研究計画に
従い、（1）～（6）を実施した。調査場所は
スリランカ民主社会主義共和国の農地、繊維
製造工場、陶器工場、ダンボール工場等であ
る。 
（1）科学的手法を用いて産業階層別労働者
の労働環境の測定と労働強度の計量をした。
【労働環境の測定】科学的測定項目は①粉じ
ん等の空気の汚れ、②採光・照明、③臭い、
④温度・湿度、⑤水質の 5項目である。参与
観察による測定項目は⑥設備（インフラ含）、
⑦人間工学に基づいた作業備品の使用と設
備の有無、⑧水飲み、手洗い場、排水、トイ
レ等の管理、⑨ネズミ・衛生害虫等の 4項目
であった。 
【労働強度の計量】心理-精神的作業評定尺
度、生理-肉体的作業強度の算定について、
質問紙調査法を用いて行った。 
（2）文献調査法を用いて労働者の基礎デー
タ（物価、収入、失業率、教育・医療等の社
会保障制度、宗教、人種、労働法等の情報）
を収集した。 
（3）（1）（2）で得られたデータをもとに、
産業階層別労働者の一般的な労働・生活モデ
ルを作成した。 
（4）生産・製造に関わる専門家への聞き取
り調査を行い、フェアトレード製品の流通経
路、小売価格、販売価格を解明した。 
（5）聞き取り調査法を用いて「労働者のフ
ェアトレード観」を調査し、質問紙調査作成
のためのデータ収集をした。ランダムサンプ
リングした労働者への聞き取り調査を行い、
質問項目作成のためのデータを収集した。
（6）（5）で得られた結果を基に「労働者の
フェアトレード観」の質問紙を作成し、質問
紙調査を実施した。 
平成 24 年度の研究計画に従い、（7）～（10）
を実施した。 
（7）統計的手法を用いて昨年度の質問紙調
査で得られた「労働者のフェアトレード観」
の解析を行った。データ入力、コーディング、
ダブルチェック、単純集計を行った後、統計
解析ソフト SPSS を用いて分析を行った。 
（8）聞き取り調査法を用いて、労働者の不
公正さを感じる事項のデータを収集し、SD 法
による質問紙を作成した。 調査場所は a.
農地、b.繊維製造工場、c.陶器工場、d.ダン
ボール工場等である。雇用者または総括リー
ダーから労働者の基礎的データの提供を受
け、ランダムサンプリングした労働者への聞
き取り調査を行い、「労働者のフェアトレー
ド観」質問項目作成のためのデータを収集し

た。そのデータを基に、質問紙を作成した。 
（9）「不公平さ」のプレ質問紙調査を実施・
分析し、質問項目の検討と修正を行った。 
調査対象者は a.農地、b.繊維製造工場、c.
陶器工場、d.ダンボール工場等の労働者であ
った。得られたデータを入力、コーディング、
ダブルチェック後、単純集計を行った。また、
統計ソフト SPSS を用いて分析を行い、質問
項目の検討と修正を行った。 
（10）「不公平さ」の本質問紙調査を実施し
た。 調査対象者は a.農地、b.繊維製造工場、
c.陶器工場、d.ダンボール工場等の労働者で
あった。 
平成 25年度の研究計画に従い、（11）～（13）
を実施した。 
（11）統計的手法を用いて産業階層別労働者
の「不公平さ」の因子抽出と構造解析を行っ
た。データ入力、コーディング、ダブルチェ
ック、単純集計を行った後、統計解析ソフト
SPSS を用いて分析を行った。 
（12）データを各産業階層の労働者に還元し、
抽出された因子の不公正さを解決する具体
策について計量的に聞き取り調査を実施し
た。（11）によって得られた結果を労働者に
還元し、どのくらい改善されれば校正と感じ
るのかについてランダムサンプリングした
労働者への聞き取り調査を行った。 
（13）これまで得られたデータを整理し、ま
とめた。 
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